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不活動待機時間のうち事務所待機を除く時間は、使用者の指揮命令下から離脱したものと評価することができ、労働時間に当たらない
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●転勤の内示は何日前までに行うべきか
●新しい管理職登用試験の合格基準に未達と思われる現管理職をどう取り扱うべきか
●個人のSNSで会社名を出すことを禁止し、違反者に懲戒処分を科すことは可能か
●社員がユーチューバーなどネット上の副業で報酬を得ることに対し、何らかの規制を設けることは可能か
●反抗的な態度の社員に仕事を与えないことはパワハラに当たるか
●事業所内で心肺停止状態の従業員が発見された場合、会社としてどう対応すべきか
●病気で依願退職した者が、後に意思能力に欠ける状態だったと退職の無効を主張してきた場合、どう対応すべきか
●有期労働契約の更新時に賃金等の労働条件の引き下げを提示し、同意しない場合に雇止めできるか
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